
埼玉県における価格転嫁の取組・
埼玉の持続可能な物流の確保に
向けた取組
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強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議
概 要

○ 新型コロナと共存できる強い埼玉県経済を構築するため令和２年５月に全国に先駆けて設置

○ 令和４年９月に「価格転嫁の円滑化に関する協定」 を締結し、ワンチーム埼玉で連携した取組を実施

○ 喫緊の課題である人手不足に対応するため、「人手不足対策分科会」を設置し、集中的に検討

構成１３団体 価格転嫁の実効性の確保に向けた取組

埼玉県 埼玉県経営者協会

関東財務局 埼玉経済同友会

関東経済産業局 埼玉中小企業家同友会

埼玉労働局 連合埼玉

埼玉県商工会議所連合会 埼玉大学

埼玉県商工会連合会 埼玉県銀行協会

埼玉県中小企業団体中央会

産官金労12者による価格転嫁の円滑化に関する協定（R5.3.30更新時）

■16金融機関、約4,３00名の価格転嫁サポーター
と連携した支援情報の発信強化

 ⇒ サポーターの好事例について参画金融機関で
共有できる仕組みの構築

■価格交渉に役立つ各種支援ツールの機能拡充
 ⇒ 「価格交渉支援ツール」の労務費データの拡充や、

「収支計画シミュレーター」の簡易版作成
により、更に利便性を向上

■専門家による伴走型支援の拡充
⇒ 1社当たりの支援回数を拡充し、各種支援ツールを
活用した、よりきめ細かい支援を実現

価格転嫁サポーターロゴ

価格交渉支援ツール

収支計画シミュレーター

人手不足対策分科会の設置

■2024年問題などにより人手不足への対応については喫緊の課題

新たに「人手不足対策分科会」を設置し、重点的に検討
（令和６年度）（令和５年度）

 Ⅰ 人材確保

 Ⅱ 労働の質の向上

 Ⅲ 生産性向上

人手不足対策分科会価格転嫁の円滑化（部会）

中小企業の業態転換（部会)

適切な人材の育成・確保（部会）

✓ 協定締結団体と連携した取組の推進

✓ DX・サーキュラーエコノミーの推進

✓ 生産年齢人口減少への対応

✓ 人手不足への対応を優先課題として
集中的に検討



Ⅰ 埼玉県における価格転嫁の取組

Ⅱ 埼玉の持続可能な物流の確保に
向けた取組
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発注側企業（主に上場企業等）への取組
⑥ 国や金融機関と連携し、宣言登録や適正取引の推進について重点的な働き掛けを実施

発注側、受注側共通の取組

 ① 県内企業４万社へ通知を郵送 （宣言の登録依頼・実効性確保、価格転嫁に関する支援制度の紹介）

② 中小企業診断協会に委託し、価格転嫁相談窓口の設置、架電・訪問による宣言登録の働き掛け・登録サポート

③ 宣言企業へのインセンティブ拡充

④ 県広報誌や金融機関と連携した事業者向けの広報（社会的機運の醸成）

⑤ 金融機関に御協力いただき「価格転嫁サポーター制度」を創設

協定に基づく取組の概要
これまでの取組から分かった課題
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・ 価格転嫁の県や国の支援策を知らない企業が多く、周知が課題 （支援ツールも知らない企業が多いが、直接紹介すると大半の企業が関心あり）

・ パートナーシップ構築宣言（以下、宣言）の登録促進や支援策の浸透には、企業への直接的な働き掛けが有効

・ 価格交渉では依頼する側（受注者）、受ける側（発注者）ともに、適正価格の把握とエビデンス資料の作成に苦慮している

発注側企業、受注側企業の双方をプッシュ型で支援、価格高騰のエビデンスは簡単に“見える化”

受注側企業（主に中小企業）への取組
 ⑦価格交渉支援ツールを開発し、適正価格の把握や交渉を支援

 ⑧収支計画シミュレーターを開発し、価格転嫁の必要性を“見える化”

 ⑨中小企業診断士による価格交渉ノウハウ獲得に向けた伴走型支援の実施
 



● 埼玉りそな銀行と連携し、価格交渉のエビデンス資料を簡単に作成できるツールを開発

● 埼玉県の独自データは含まないため、全国で利用可能  

① 県ホームページから、どなたでも無料で
ダウンロードが可能

② 業種や品目を選択するだけで簡単に価格
交渉の参考となる資料作成できる
（代表的な品目を記載したPDFも掲載）

③ 日銀や厚生労働省のデータを基にして
おり、資料の信頼性が高い

④ 1,42１品目の幅広い情報を網羅

 「国内企業物価指数」（807品目）､
 「輸入物価指数」（３75品目）､ 「企業向け

  サービス価格指数」（23８品目） など

⑤ 毎月の日銀発表に合わせ、県が速やかに
データを更新

主な特徴

価格交渉支援ツール
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取組⑦ 全国初



収支計画シミュレーター
⚫ 埼玉県中小企業診断協会と連携し、表計算ソフトを活用した収支計画シミュレーターを作成
⚫ 適切な価格転嫁をしない（できない）場合に、今後の収益にどの程度影響を与えるのかを“見える化”することで、

経営者に現状の課題についての認識を促す

① 県ホームページから、どなたでも無料
でダウンロードが可能

② シミュレーション結果を視覚的に分かり
やすく表示

③ 今後５年間の長期的な収支について、
価格転嫁の有無での比較が可能

④ 従業員の増減や賃上げにも対応

⑤ 一般的な表計算ソフトを使用しており、
利用しやすい

⑥ 価格交渉支援ツールとデータ連携しており、
原材料価格等の上昇幅を踏まえたシミュ
レートが可能

主な特徴

⇒ 価格転嫁以外にも利用可能
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取組⑧ 全国初



◆ 中小企業診断士が支援を希望する企業を訪問し、価格交渉における課題の洗い出しから改善策の提示まで、
伴走型で無料支援

◆ 「収支計画シミュレーター」や「価格交渉支援ツール」の効果的な活用方法などを支援

専門家（中小企業診断士）による伴走型支援
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実績：１４９社(令和５年度)

伴走型支援による価格転嫁の事例

業 種：運輸業
従業員数：28名
資 本 金：2,000万円

◆支援内容
国全体で賃上げ、価格転嫁の流れがあ

ることを提示しながら交渉するようアド
バイス。
交渉材料とするため日々の経費、コス

ト上昇について数字で説明するとともに
企業運営に必要な価格設定を試算した。

◆成果
①市場価格に見合った給与の支給
②車両運行に当たって適法性を確保出来
る価格設定を確保するための必要価格とし
て説明・交渉した結果、20％増の価格改
定に成功した。

業 種：製造業
従業員数：82名
資 本 金：3,000万円

◆支援内容
顧客に必要な会社なら対応してくれると、

社長の意識を変革した。
現状の実際原価を把握し、現在の売価の

元となった見積と異なる点を確認した。
顧客の要求品質レベルの高まりから来る

不良率の上昇に伴う材料費の増加、製造要
員の増加、労務費の単価の上昇、電力をは
じめとする諸経費アップを原価の増加資料
としてまとめた。

◆成果
メイン顧客に思い切った金額で要求した

ところ、心よく話を聞いてもらえた。次年
度改訂しなくて良い金額の提示を要求され、
年１億の増額を提示して実現した。

業 種：美容業
従業員数：6名
個人事業主

◆支援内容
今後の大幅な顧客増が見込まれない中、

賃上げの影響や販管費の負担増などを、シ
ミュレーターを活用して把握した。

単純な値上げではなく、美髪効果が高ま
る機器を導入することにより、サービスの
付加価値を向上し、価格改定を進めること
となった。

◆成果
設備は無料体験期間を設けて顧客に体験

してもらい、施術の仕上りを納得してもら
うことで、設備を活用するメニューについ

て、平均５～10％の価格改定を実現した。

取組⑨



Ⅰ 埼玉県における価格転嫁の取組

Ⅱ 埼玉の持続可能な物流の確保に
向けた取組
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人手不足対策分科会における検討について

人材確保 労働の質の向上 生産性向上
（省人化・省力化等）

シニア、外国人
女性、若者

設備導入による効率化等
支援 

リスキリング
アップスキリング

全業種について３本柱で取組を検討

さらに、人手不足が深刻な「物流業」・「建設業」の分野についても検討

物流業 建設業

社会全体での機運の醸成

商慣行の見直し 物流効率化

荷主・消費者の行動変容

労働環境の改善

業界の魅力発信・マッチング

働き方改革
生産性向上
処遇改善
人材確保
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物流業・建設業で深刻化する人手不足

物流業や建設業で人手不足が顕著に

✓ 県調査では物流業、建設業の人手不足感が特に高まっている

Ｒ６ Ｒ５ Ｒ2 H21

物流業 65.5% 60.0% 33.3% 15.6%

建設業 55.1% 44.5% 23.7% 14.9%

製造業 26.0% 30.2% 12.3% 6.6%

全 体 34.8% 33.0% 14.5% 11.0%

上半期で１４５件は過去最多だった令和元年(82件)の約1.7倍
   

✓ 両業界の人手不足倒産が急増（全国の人手不足倒産件数）

出典：埼玉県四半期経営動向調査

2024年上半期（件） 前年同期比

サービス業 46 156%増

建設業 39 200%増

物流業 29 53%増

その他 31 -

合計 145 116％増

出典：東京商工リサーチ

今後、人手不足は更に深刻化すると見込まれる

✓ 建設業界は、全産業の中でも高齢化が進んでいる。

10.0

30.0

50.0

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

全産業 29歳以下
全産業 55歳以上
建設業 29歳以下
建設業 55歳以上

36.6%

31.9%

16.7%

11.6%

出典：全国建設産業団体連合会資料

都道府県
現在のドライバー

（人数）

不足するドライバー

人数 生産年齢人口に対する割合

埼玉県 61,316 11,528 0.27%

東京都 101,443 19,074 0.21%

千葉県 39,456 7,418 0.20%

神奈川県 54,120 10,176 0.18%

大阪府 51,388 12,504 0.24%

✓ 本県ではドライバー不足が特に深刻化するおそれ（全国ワースト３位）

日本政策投資銀行 「地域における2024年問題を中心とした物流課題調査 調査研究レポート」

これまで働く「人」に着目し、人材確保（全般、若者、女性、シニア、外国人）や労働の質の向上に取り組んできた

「人」の切り口に加え、新たに業種の切り口から、物流・建設業を業種の特性や状況を踏まえた対応策を検討

概 要
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人手不足対策分科会における検討について

分科会開催日程 内 容 等

第１回 ６月１４日 人手不足対策に必要な視点、重点取組分野についての意見交換

（７月中） 社会実装する取組の素案検討

第２回 ７月３１日 各団体の取組発表、先進的な取組を行う企業のプレゼン

（８月中） 取組内容の深掘り（内容精査、連携した取組の検討）

第３回 ８月26日 社会実装する取組案の検討、共同宣言（案）の確認・事務レベルでの合意

第２回戦略会議
9月３日

社会実装する取組、「埼玉の持続可能な物流の確保に向けた共同宣言」取りまとめ

第４回 １１月１８日 「共同宣言」の実効性を確保する取組、社会実装する取組について
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① 人手不足対策として社会実装する主な取組



各団体の取組一覧 国 県 経済・業界
団体等

機運醸成、商慣行の見直し

➢ 「埼玉の持続可能な物流の確保に向けた共同宣言」の実施 ● ● ●

➢ 「ホワイト物流推進 自主行動宣言」策定に向けた働き掛け ● ● ●

➢ 宅配事業者との連携協定締結 ● ●

➢ ＨＰや会報誌等を活用した広報の実施 ● ● ●

荷主や消費者の行動変容

➢ 荷待ち・荷役時間の削減や契約の書面化など、商慣行の見直しに関する荷主、物流事業者への働き掛け ● ● ●

➢ 宅配ＢＯＸ・ロッカーの設置促進 ● ●

➢ 再配達削減に向けた取組（荷物を１回で受け取ろうキャンペーン（仮称）など）の実施 ● ● ●

人材の確保

➢ 物流事業の人材確保事例紹介 ● ● ●

➢ 業種に特化した就職面接会や合同企業説明会等の開催 ● ● ●

物流効率化

➢ 共同配送、物流ＤＸ、標準化など効率化に関するセミナーの開催や企業の事例紹介 ● ● ●
12

人手不足対策として社会実装する主な取組物流業
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② 埼玉の持続可能な物流の確保に向けた共同宣言



国・県・経済団体に加え、宅配事業者や消費者団体など23者で「共同宣言」を実施

「埼玉の持続可能な物流の確保に向けた共同宣言」の実施 

物流は県民生活を支える重要な社会インフラであり、持続可能な物流体制を構築していくことは、物流業界だけの

課題にとどまらず、本県経済や県民生活に直結する重要な課題であり、その解決のためには物流事業者だけでなく、

荷主や消費者、関係団体等が連携し、商慣行の見直しや物流業務の効率化、荷主と消費者の行動変容に向けて、社会

全体で取り組んでいく必要

（令和６年９月３日 共同宣言の実施）
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埼玉の持続可能な物流の確保に向けた共同宣言（R6.9.3）
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１ 趣旨

2024年4月からドライバーの時間外労働時間の上限が年960時間となり、働き方改革が進む一方、物流業界における人手不足が喫緊の課題となっている。

国は、何ら対策を行わなかった場合に輸送能力が2030年度には34.1%不足する可能性があるとしている。また、道路網が発達した本県は物流のハブ拠点でもあり、

本県のドライバー不足人数は東京、大阪に次いで全国ワースト３位になるとの推計もある。

物流は県民生活を支える重要な社会インフラであり、物流の人手不足問題を克服し、持続可能な物流体制を構築していくことは、物流業界だけの課題にとどまらず、

本県経済や県民生活に直結する重要な課題である。

物流事業者や行政だけでなく、荷主や消費者、関係団体等が連携し、商慣行の見直しや物流業務の効率化、荷主と消費者の行動変容に向けて、社会全体で取り組んでいく必要がある。

また、物流事業者は、労働環境の改善など魅力ある職場づくりに取り組むとともに、業界の魅力発信や女性・若者等の多様な担い手の確保を率先して行う必要がある。

私たちはこのような共通認識の下、物流の問題を我が事としてとらえ、人手不足を克服し、持続可能な物流体制の構築に向けて関係者が連携して所要の取組を講じる

ことにより、サプライチェーン全体の共存共栄と、消費者の利便性確保を図り、もって地域経済の発展と県民生活の向上に寄与するために役割を果たすことを宣言する。

２ 取組事項

この共同宣言の目的を達成するため、所掌の範囲で相互に連携し、次に掲げる事項について、実施又は実施の促進に努めるものとする。

（１）物流の円滑化等に向けた取組

①商慣行の見直し

ア 荷待ち、荷役時間の削減、イ 適切な納品リードタイムの確保、ウ 「標準的な運賃」の活用、価格転嫁の円滑化に向けた相互理解、協議の推進、エ 契約の書面化

②物流の効率化

ア 物流ＤＸの推進、イ 標準化、共同配送、中継輸送等の推進、ウ モーダルシフト等の推進

③「ホワイト物流自主行動宣言」の推進

（２）物流業界の人材確保・定着に向けた取組

①法令順守と労働環境の改善

②担い手確保に向けた業界の魅力発信

③多様な人材の活用とマッチング

（３）再配達の削減徹底に向けた取組 

①置き配の推進、宅配ボックス・ロッカーの活用

 ②1回の配達で確実に受け渡しできる日時・場所の選択

（４）その他、１の趣旨及び２の取組事項を達成するために必要な事項

埼玉の持続可能な物流の確保に向けた共同宣言
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共同宣言の構成団体

番号 区分 団体・企業名 役職

１ 戦略 行政 埼玉県知事

２ 戦略 行政 財務省 関東財務局長

３ 戦略 行政 厚生労働省 埼玉労働局長

４ 分科会 行政 農林水産省 関東農政局長

５ 戦略 行政 経済産業省 関東経済産業局長

６ 分科会 行政 国土交通省 関東運輸局埼玉運輸支局長

７ 戦略 産 一般社団法人埼玉県商工会議所連合会 会長

８ 戦略 産 埼玉県商工会連合会 会長 

９ 戦略 産 埼玉県中小企業団体中央会 会長

１０ 戦略 産 一般社団法人埼玉県経営者協会 会長

１１ 戦略 産 埼玉経済同友会 代表幹事

１２ 戦略 産 一般社団法人埼玉中小企業家同友会 代表理事

１3 戦略 金 一般社団法人埼玉県銀行協会 会長

１4 戦略 学 国立大学法人埼玉大学 学長

１５ 戦略 労 日本労働組合総連合会埼玉県連合会 会長

番号 区分 団体・企業名 役職

１６ 分科会 消費者 埼玉県消費者団体連絡会 代表幹事

１７ 分科会 産・消 埼玉生団連 会長

18 分科会 物流 一般社団法人埼玉県トラック協会 会長 

19 分科会 物流 埼玉県倉庫協会 会長

20 分科会 物流 ヤマト運輸株式会社 執行役員北関東統括 

21 分科会 物流 佐川急便株式会社 北関東支店長 

22 分科会 物流 日本郵便株式会社 関東支社長

23 分科会 物流 日本貨物鉄道株式会社 執行役員関東支社長

共同宣言は戦略会議の構成団体全て（１３）に加え、国（２）、消費者団体（２）、物流（６）の２３団体・企業で行うことで、
関係団体を幅広く取り込んだ取組としていく
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「ホワイト物流」推進運動

「ホワイト物流」推進運動 自主行動宣言の推進

• 共同宣言の実効性を確保するため、「ホワイト物流」推進運動 自主行動宣言を推進

• 共同宣言団体がそれぞれの関係団体や企業に働き掛け、ワンチーム埼玉で展開

トラック輸送の生産性の向上・物流の効率化、女性等も

働きやすい「ホワイト」な労働環境を実現

→ 賛同企業は「自主行動宣言」をポータルサイトで公表

１．「自主行動宣言」の必須項目に合意し、賛同表明

（必須項目）

・取組方針 ・法令順守への配慮 ・契約内容の明確化・遵守

２．自社で更に取り組む項目を選定

（推奨項目）

・運送内容の見直し ・運送契約の方法

・運送契約の相手方の選定 ・安全の確保

・その他、独自の取組

自主行動宣言とは

自主行動宣言企業数（R6.3末）

全国 ２，６６５社

埼玉県 ６２社（宣言数 ８位、宣言率 ２７位）

都道府県別順位（宣言数・率）

宣言企業数 宣言数順位 宣言率 宣言率順位

熊本県 ６３２ 1位 9.13% 1位

東京都 ４９８ 2位 0.61% 5位

大阪府 １９０ 3位 0.43% 9位

愛知県 １６２ 4位 0.44% 8位

静岡県 ９９ 5位 0.61% 4位

福岡県 ９６ 6位 0.43% 10位

神奈川県 ８２ 7位 0.28% 29位

埼玉県 ６２ 8位 0.29% 27位



「ホワイト物流」推進運動 自主行動宣言の推進 

10月２３日付で「埼玉の持続可能な物流の確保に向けた共同宣言」２３者の連名により、県内企業経営者へ依頼

• 荷主・物流事業者等それぞれの立場で取り組む、「ホワイト物流 自主行動宣言」の賛同表明を推進

• 物流の２０２４年問題解決には、商慣行の見直しや物流の効率化、荷主・消費者の行動変容が必要

• ロゴマークを宣言企業に配布することについて、国土交通省に相談（１0/30）。配布方法等について、今後検討

• また、賛同企業へ補助金の加点措置などの優遇措置についても検討 19



「宅配を１回で受け取ろうキャンペーン」の概要（案）

• 物流の繁忙期に当たる１２月を「再配達削減推進月間」とし、「宅配を１回で受け取ろうキャンペーン」を実施

• 宅配便の再配達を削減するため、共同宣言２３団体等で連携して各種取組を実施し機運醸成を図る

●「彩の国だより（１２月号）」

● 県政ラジオ「朝情報★埼玉」（FM NACK5 ）

● FM NACK5「大野もとひろ SAITAMA＋（プラス）」

●「再配達削減ＰＲチラシ」を作成、共同宣言団体と連携した周知

県の広報媒体によるＰＲ

●「宅配ロッカー」や「置き配バッグ」等の活用促進を図る

【啓発イベント】 （知事、島崎遥香さん出席）

日 時 １２月７日（土）

場 所 さいたま新都心駅 東西自由通路

内 容・セレモニー、デモンストレーション

・「再配達削減ＰＲチラシ」配布

・「宅配ロッカー」の展示、体験

・「置き配バッグ」の展示、配布

・ お仕事体験（お子様向け）

宅配事業者と連携したイベント実施

●２３者連名による企業経営者向け通知の発出（チラシ、ＰＲ動画付）

●ＰＲ動画放映

・埼玉りそな銀行、埼玉県信用金庫、日本郵便（さいたま市内郵便局）

さいたま新都心駅前、大宮駅前(アルシェ、西口コカ・コーラビジョン)

川口駅前(かわぐちキャスティビジョン)、さいたまスーパーアリーナ、

埼玉高速鉄道車内ビジョン 等

●経済団体広報誌

●大手ＥＣ事業者と連携した広報 ・YAHOO!

●消費者団体紙面等による広報

・コープみらい、パルシステム埼玉、生団連

●趣旨に御賛同いただいた企業による広報

・ダイソー、エコス、ヤマダ電機（←調整中）

金融機関や経済・消費者団体と連携したＰＲ

●市町村（労働・環境部局）への周知・協力の働き掛け

市町村への働き掛け
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再配達削減PRチラシ、プロモーション動画の作成 

「宅配を１回で受け取ろうキャンペーン」の再配達削減PRチラシ・ポスター及びプロモーション動画を作成

放映媒体

ＰＲチラシ プロモーション動画

さいたま新都心駅前大型映像装置、さいたまスーパーアリーナ、大宮駅前（アルシェ、西口コカ・コーラ
ビジョン）、川口駅前（かわぐちキャスティビジョン）

埼玉りそな銀行、埼玉縣信用金庫、日本郵便（さいたま市内郵便局）、埼玉高速鉄道車内ビジョン

大型ビジョン

デジタルサイネージ

１２月の「宅配を１回で受け取ろうキャンペーン」に合わせて、PR動画を放映予定
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